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5.3 木造建築物の被害 

5.3.1 調査の目的と概要 

これまで、国総研・建研では、木造建築物の被害状況を把握するために 4 回の現地調査（第 1 次、

第 2次、第 6次及び第 10次）を実施している。調査の中心となっているのは、震度 7を観測し、多数

の木造建築物が倒壊・崩壊等の被害を受けた益城町、西原村及び報道等で大きな被害の報告された南

阿蘇村である。調査の概要を表 5.3-1に、調査地域を図 5.3-1に示した。本節では国総研・建研によ

る調査地域ごとの被害について報告する。各調査の詳細については国総研・建研のウェブサイト

5.3.1-5.3.3)を参照されたい。日本建築学会等で行われている調査もほぼ同様の地域が対象となっている

が、上記以外の地域での被害の把握状況については、次の通りである。 

①建築学会等により、熊本市内、阿蘇市等での文化財の被害の報告がある。

②国総研・建研による調査で熊本市内、嘉島町周辺で倒壊・大破の木造住宅を数棟確認したが、上

記 3 地域よりは被害が少ない印象であり、築年数が概ね 40 年超と推定される木造住宅の被害が

多かった。

 また、木造住宅の被害原因の把握を目的として、特に新耐震以降の建築確認がなされたもので倒壊・

崩壊した木造住宅について現地調査に基づき構造的特徴を把握すること、及び、各種構造計算による

耐震性能を把握することによって被害要因の分析を行った。 

表 5.3-1 木造建築物の被害調査概要 

第 1次：前震に対する初動調査 

目的 
4 月 14 日発生の地震（前震）による建築物被害について、被災原因等の検討に資する情報入

手、追加調査の必要性の検討、4月 16日発生の地震（本震）による建築物の被害調査 

調査地域 
4月 15日（金）熊本県庁周辺、益城町役場周辺 

4月 16日（土）南阿蘇村宿泊施設周辺、山都町、西原村、益城町役場周辺 

第 2次：本震に対する初動調査 

目的 
4 月 16 日発生の地震（本震）による建築物被害について、被災原因等の検討に資する情報入

手、追加調査の必要性の検討、南阿蘇村の学生アパートの詳細調査 

調査地域 
4月 17日（日）益城町宮園・木山・安永・馬水・惣領地区 

4月 18日（月）西原村畑・風当・古閑・布田・大切畑地区、南阿蘇村河陽黒川地区 

第 6次：築年の浅い木造の調査 

目的 
比較的築年が浅いと思われる被害の大きい木造住宅について、区域を限定して悉皆的に捜索し

被害状況の把握と構造仕様の特定 

調査地域 
4月 26日（火）益城町宮園・木山・安永・寺迫・辻の城・馬水・惣領地区 

4月 27日（水）南阿蘇村河陽黒川地区、益城町宮園・木山地区 

第 10次：被害要因分析のための追加調査 

目的 

応急危険度判定、建築学会悉皆調査結果と建築確認台帳の紐付けにより、新耐震以降と判明し

た被害の大きい木造住宅と、建築確認の図面等の情報に基づき、被害状況の把握、構造仕様の

分析、施工状況の確認 

調査地域 5月 20日（金）益城町宮園・木山・安永・寺迫・辻の城・馬水・惣領地区 
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5.3.2 調査結果 

木造建築物については、主として倒壊・崩壊等したものについての調査・分析を行っている。以下、

調査地域ごとに被害の特徴を示す。 

（1）益城町中心部の被害の概要 

 木造建築物の倒壊が集中していた益城町中心部において、被害の全体像を把握するための概要調査

と、日本建築学会による悉皆調査（以下、悉皆調査）の結果、応急危険度判定の結果、建築確認台帳

の建築確認年月の情報等を参考に、新耐震以降の建築確認がなされたもので倒壊した木造住宅の現地

調査や図面等による構造的特徴の把握、被害要因の分析を行った。被害要因については 5.3.3に分析

結果を報告する。益城町中心部の被害の概要は下記の通りである。 

① 益城町役場周辺、県道 28号沿い、県道の南側の地域に木造住宅の被害が比較的多かった。

② 前震で被害が軽微であった木造住宅が本震で倒壊した例が多数確認された（写真 5.3-1）。

③ 新耐震以前の建築確認の木造住宅、店舗併用の 2 階建て木造住宅の倒壊が多数確認された（写真

5.3-2～5.3-7）。

（悉皆調査エリアでは新耐震以前の木造は 759棟あり、そのうち 214棟（28.2%）が倒壊*1）

④ 新耐震以降の建築確認の木造の倒壊が 102 棟※1確認された。筋かい端部が釘打ち程度の軽微な接

合方法であったものが多く確認された（写真 5.3-8～5.3-15）。

（悉皆調査エリアでは新耐震以降の木造は 1196棟あり、そのうち 83棟（6.9%）が倒壊*1）

⑤ 2000 年の建築基準法改正以降の建築確認の木造の倒壊が 7 棟※1確認された。筋かい端部、柱脚・

柱頭接合部に金物が施工されているものがあった（写真 5.3.18～5.3-21）。

図 5.3-1 木造建築物の被害調査地域（国土地理院地図を編集） 

益城町調査

西原村調査

南阿蘇村調査

前震4月14日21:26本震4月16日1:25

※赤い点からなる線は布田川断層帯周辺の地表の亀裂

（国土地理院調査）
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 （悉皆調査エリアでは 2000年改正以降の木造は 319棟あり、そのうち 7棟（2.2%）が倒壊*1） 

⑥悉皆調査エリア内に住宅性能表示制度を活用した木造住宅は 19棟あり、このうち、構造躯体の耐震

等級（構造躯体の倒壊等防止）が等級 3であった 16棟は 14棟が無被害、2棟が軽微又は小破の被

害、等級 2であった 2棟は 1棟が無被害、1棟が軽微の被害、等級 1であった 1棟は軽微の被害で

あった。 

⑦ 木造住宅の被害が多いエリアで比較的最近の建築と推測される木造住宅が外観上無被害である例

や、最近開発されたと推測される新興住宅地における外観上無被害の木造住宅が確認された（写真

5-3.22～5.3-23）。 

 （※1）2016年 9月 8日時点で把握している情報 

  

写真 5.3-1 4/15時点では壁が外れただけの木造住宅（左）が本震で倒壊（右）した例 

  

    写真 5.3-2 倒壊した木造住宅             写真 5.3-3 倒壊した木造住宅 

  

    写真 5.3-4 倒壊した木造住宅           写真 5.3-5 倒壊した木造住宅 
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   写真 5.3-6 倒壊した店舗併用木造住宅     写真 5.3-7大きく傾斜した店舗併用住宅 

  写真 5.3-8 倒壊した木造住宅      写真 5.3-9 倒壊した木造住宅 

写真 5.3-10 倒壊した木造住宅 写真 5.3-11 倒壊した木造住宅 

写真 5.3-12 倒壊した木造住宅 写真 5.3-13 倒壊した木造住宅 
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   写真 5.3-14 倒壊した木造住宅   写真 5.3-15  写真 5.3-13の住宅の柱頭部 

 （柱脚柱頭金物確認できず） 

写真 5.3-16 倒壊した木造住宅   写真 5.3-17 写真 5.3-16 の住宅の柱脚部 

（柱脚柱頭金物確認できず、筋かい金物あり 

     写真 5.3-18 倒壊した木造住宅   写真 5.3-19 写真 5.3-18の建物の筋かい端部、 
柱脚接合部（金物を確認） 
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   写真5.3-20 倒壊した木造住宅      写真5.3-21 写真5.3.20の建物の写真筋かい端部、

柱脚接合部（金物を確認） 

  

写真 5.3-22外観上無被害の木造住宅         写真 5.3-23 新興住宅地の木造住宅 

 

（2）西原村の被害の概要 

 西原村役場における調査時点（4月 18日）でのヒアリングでは、消防団の調べで建物の全壊が 344

棟、半壊が 1087棟との説明であった（棟数には倉庫等の非住家も含まれる）。倒壊の棟数が多かった

畑、風当、大切畑、古閑、布田地区において調査を行った。また、西原村役場の庁舎で震度計の位置

を確認した（写真 5.3-24～5.3-25）。調査地域を図 5.3-2 に示した。西原村の調査地域における被害

の概要は下記の通りである。 

① 畑・風当地区は緩やかな傾斜地で盛土＋擁壁の敷地に建つ木造住宅が多く、築年数が概ね 40年超

と推測される木造住宅の倒壊、敷地の被害や擁壁の崩壊が多数確認された（写真 5.3-26～5.3-31）。 

② 大切畑・古閑地区は傾斜地で盛土＋擁壁の敷地に建つ木造住宅が多く急傾斜地崩壊危険区域に指定

されているエリアがあり、地盤に亀裂が生じている箇所が見られた（写真 5.3-32～5.3-35）。築年

数が概ね 40 年超と推測される木造住宅の倒壊、擁壁の崩壊が多数確認された（写真 5.3-36～

5.3-41）。 

③ 布田地区は布田川のすぐ南の平地に位置する集落で、西原村では住宅が多い地域で、溜池が隣接し

ている（写真 5.3-42）。ここでも、築年数が概ね 40 年超と推測される木造住宅の屋根の被害や、

部分破壊・倒壊、倉庫の倒壊が確認された（写真 5.3-43～5.3-45）。 
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  図 5.3-2 西原村の調査地域（国土地理院地図を編集） 

 写真 5.3-24 震度計の位置   写真 5.3-25 震度計の設置状況 

  写真 5.3-26 倒壊した木造住宅  写真 5.3-27 倒壊した木造住宅 

大切畑 

古閑 

布田 

大切畑ダム 

300m 

風当 
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写真 5.3-28 分離した木造住宅       写真 5.3-29 玄関部分が部分破壊した木造住宅 

  

  写真 5.3-30 崩壊した擁壁                 写真 5.3-31 崩壊した擁壁 

  

 写真 5.3-32 古閑地区の遠景       写真 5.3-33 古閑地区の危険区域標識 

  

写真 5.3-34大切畑地区の危険区域標識         写真 5.3-35 地盤に生じた亀裂 
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写真 5.3-36 倒壊した木造住宅            写真 5.3-37 倒壊した木造住宅 

  

  写真 5.3-38 倒壊した木造住宅            写真 5.3-39 倒壊した木造住宅 

  

写真 5.3-40 倒壊した木造住宅              写真 5.3-41 崩壊した擁壁 

  

写真 5.3-42 布田地区の池             写真 5.3-43 大破した木造住宅 
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写真 5.3-44 倒壊した木造住宅            写真 5.3-45 倒壊した倉庫 

 

（3）南阿蘇村の被害の概要 

 南阿蘇村役場における調査時点（4月 18日）でのヒアリングでは、東海大学阿蘇キャンパス周辺の

河陽黒川地区（以下、黒川地区）に建物の被害が集中しているとの説明であった。情報に基づき図 5.3-3

の黒川地区の調査を行った。南阿蘇村黒川地区の調査地域における被害の概要は下記の通りである。 

① 黒川地区には東海大学の学生用アパートが多数存在する。2階建て軸組構法による木造アパートが

多く、そのうち 7棟の倒壊を確認した。部分破壊や大破したアパートも多数確認された。これらの

木造アパートのうち、柱脚・柱頭、筋かい端部が確認できたものの多くは接合方法が釘打ち程度の

比較的軽微な接合方法であった（写真 5.3.46～5.3.63）。 

② 木造アパートの他、築年数が概ね 20～40年程度と推測される木造住宅の倒壊が数棟確認された（写

真 5.3.64～5.3.67）。木造アパートと同様に柱脚・柱頭、筋かい端部の接合方法が比較的軽微な建

物が多かったが、中には金物により緊結されている建物も確認された（写真 5.3.68～5.3.71）。 

 

図 5.3-3 南阿蘇村の調査地域（国土地理院地図を編集） 

300m 
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写真 5.3-46 倒壊したアパート A       写真 5.3-47 アパート Aの筋かい端部 
  （N70釘 1～2本打ちによる接合） 

  

写真 5.3-48 アパート Aの筋かい端部     写真 5.3-49 アパート Bの基礎亀裂部 
（蟻害による著しい断面欠損）            （無筋コンクリート基礎＋アンカーボルト） 

  

  写真 5.3-50 倒壊したアパート B         写真 5.3-51 柱頭部（釘打ちによる接合） 

  

写真 5.3-52 倒壊したアパート C      写真 5.3-53 アパート Cの筋かい端部（釘打ち） 
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写真 5.3-54 倒壊した木造アパート D        写真 5.3-55 アパート Dの柱頭部 
                                                 （柱脚、筋かい端部は釘打ちのみ） 

  

写真 5.3-56 倒壊した木造アパート E         写真 5.3-57 アパート Eの柱頭部 
                                                   （柱脚、筋かい端部は釘打ちのみ） 

  

写真 5.3-58 倒壊した木造アパート       写真 5.3-59 横ずれした木造アパート 

   

写真 5.3-60 傾斜した木造アパート         写真 5.3-61 傾斜した木造アパート 
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写真 5.3-62 大破した木造アパート        写真 5.3-63 倒壊した木造アパート 

  

写真 5.3-64 倒壊した木造住宅         写真 5.3-65 倒壊した木造住宅 

  

写真 5.3-66 倒壊した木造住宅            写真 5.3-67 倒壊した木造住宅  

  

写真 5.3-68 倒壊した木造住宅（金物あり）   写真 5.3-69 写真 5.3-68の住宅の柱頭部 
                                                           （柱脚柱頭は金物あり） 
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写真 5.3-70 倒壊した木造住宅（金物あり）   写真 5.3-71 写真 5.3-.16の住宅の柱頭部 

（壁倍率 2倍用筋かい金物） 

 

5.3.3 益城町中心部において倒壊した木造建築物の被害要因の分析 

（1）新耐震以降の建築確認で倒壊した木造建築物の構造的特徴と被害要因の集計 

 国総研・建研では、益城町中心部における現地調査（表 5.3-1の第 6次、第 10次調査）を実施し、

新耐震の木造住宅で倒壊・崩壊したものを中心に被害状況の把握、構造仕様の確認を行った。その結

果、分析対象として102棟の木造住宅を選定し、構造的特徴の把握と被害要因の分析を行った。図5.3-4

に調査対象の木造住宅の大凡の位置を示したが、分析対象には悉皆調査の調査エリアの木造住宅の他、

悉皆調査エリア外の木造住宅 19棟を含んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3-4 分析対象の木造建築物の位置（国土地理院地図を編集） 

悉皆調査エリア内 

悉皆調査エリア外 

益城町役場 
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 被害の概要・構造的特徴等を表 5.3-2に示した。図中の被害要因には柱脚・柱頭接合部の金物の有

無のほか、平面不整形、隣の建物の衝突など、被害が大きくなった要因について集計を行った。集計

の結果、下記のことが明らかとなった。 

・分析対象の 102棟のうち、筋かい端部の接合部仕様を確認したものが 68棟（2000年以降 7棟）で、

その中で接合部仕様が不十分であったものが 50棟（73.5%、2000年以降 2棟）であった。 

・分析対象の 102棟のうち、柱脚柱頭の接合部仕様を確認したものが 96棟（2000年以降 7棟）で、

その中で接合金物が施工されていることを確認したものが 29棟（30.2%）、現行基準通りの接合部仕

様と推定されるものが 4棟（4.2%、2000年以降 4棟）であった。残りの 92棟（95.8%）は現行基準

の接合部仕様を満たしていない可能性が考えられる。図 5.3-5に接合部仕様の施工状況についてグ

ラフで示した。 

・分析対象の 102棟のうち、接合部仕様以外の被害を大きくした要因（隣棟の衝突、立面・平面不整

形等）に該当するものは 31棟であった。 

・2000年改正以降で倒壊した 7棟については、入手した図面等から被害要因の分析を行った。次項に

詳細を報告する。 

・文献における分析結果 5.3-4)に基づき、前震と本震の間の 4月 15日に斜め方向から撮影された益城

町中心部の航空写真（国土地理院電子国土 WEB）により、前震で倒壊した木造住宅の確認を行った。

悉皆調査エリア内で前震により倒壊した木造住宅を 35棟確認した。そのうち旧耐震が 30棟であっ

た。残りの新耐震 5棟は新耐震の木造建築物であった。5棟全てにおいて接合部仕様が不十分、隣

接した新耐震以前の建物の衝突等が主な倒壊要因の一つであることが推定された。 
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図 5.3-5 筋かい端部接合部と柱脚柱頭接合部の仕様 
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筋かい端
部の金物
が釘打ち
程度

筋かい端
部の金物
の施工が
不適切

柱脚・柱
頭の接合
方法が釘
打ち・かす
がい程度

柱脚・柱
頭の仕様

未確

柱脚・柱
頭金物が
不十分な
可能性
（現行基
準の金物
を未確認）

柱脚柱頭
金物が施
工が不適

切

壁量不足

2階の床
面積が

極めて小
さい

隣の建
物の衝

突

増築・改
修の影

響

鉄骨梁
等により
重量が
重い

生物劣
化

平面不
正形

（構造体
分離）

1 2000年以降 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
2 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
3 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ かすがい
4 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
5 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
6 新耐震 倒壊（敷地の崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
7 2000年以降 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
8 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
9 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
10 新耐震 倒壊（全体崩壊） 2 2X4材使用 ○ ○
11 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
12 2000年以降 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
13 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 1 在来軸組 ○
14 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
15 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
16 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○
17 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ かすがい
18 2000年以降 倒壊（1層の層崩壊） 1 在来軸組 ○ ○ ○ ○ 釘打ち
19 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○
20 新耐震 倒壊（全体崩壊） 1 在来軸組 ○
21 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 1 在来軸組 ○
22 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
23 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ ○
24 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
25 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
26 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
27 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
28 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
29 新耐震 倒壊 2 在来軸組 ○
30 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
31 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
32 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
33 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
34 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
35 新耐震 倒壊（2層の崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
36 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 1 在来軸組 ○ ○
37 2000年以降 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
38 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ ○
39 新耐震 倒壊 2 在来軸組 ○ ○ ○
40 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ ○
41 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 1 在来軸組 ○
42 2000年以降 倒壊（1層の層崩壊） 1 在来軸組 ○ ○ ○ ○ かすがい 釘打ち
43 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
44 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 2X4材使用 ○
45 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 2X4材使用 ○
46 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
47 新耐震 前震 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
48 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
49 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
50 新耐震 在来軸組 ○
51 新耐震 倒壊（2層の層崩壊） 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
52 2000年以降 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
53 新耐震 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
54 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
55 新耐震 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
56 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 在来軸組 ○ ○
57 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
58 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
59 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
60 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ 釘打ち
61 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
62 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ ○
63 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 2X4材使用 ○
64 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ ○
65 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
66 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
67 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 1 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
68 新耐震 倒壊（全体崩壊） 1 在来軸組 ○ ○
69 新耐震 前震 倒壊（1層の層崩壊） 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
70 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
71 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
72 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
73 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
74 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
75 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
76 新耐震 前震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
77 新耐震 前震 倒壊（1層の層崩壊） 2 2X4材使用 ○ ○
78 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
79 新耐震 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
80 新耐震 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
81 新耐震 前震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
82 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 在来軸組 ○ ○ ○
83 新耐震 倒壊 2 在来軸組 ○ ○ かすがい
84 新耐震 倒壊 2 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
85 新耐震 倒壊 2 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
86 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 込栓 ○
87 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
88 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
89 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○
90 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
91 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ ○ ○
92 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
93 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
94 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
95 新耐震 倒壊（全体崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
96 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
97 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○
98 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち
99 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
100 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ 釘打ち
101 新耐震 倒壊（1層の層崩壊） 2 在来軸組 ○ ○ ○ 釘打ち

棟数 47 3 66 6 22 5 3 1 2 8 2 3 16 29 21

割合（％） 46.5 3.0 65.3 5.9 21.8 5.0 3.0 1.0 2.0 7.9 2.0 3.0 15.8 28.7 20.8

番号 建築年
前震で
倒壊

被害概要

要因数

割合

筋かい金
物

階数 構法

被害要因
（仕様規定不適合、既存不適格の可能性）

被害要因
（他の要因）

柱脚柱頭
金物

表 5.3-2 分析対象の木造建築物の構造的特徴と被害要因 
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（2）2000年 6月以降の建築確認で倒壊した木造建築物の構造的特徴と被害要因の分析 

益城町中心部で、2000年 6月の接合部等の基準の明確化を図った現行基準導入以降の木造住宅 322

棟のうち 7 棟（約 2.2％）の倒壊が確認された。倒壊の原因究明を目的として入手した図面等による

分析を行った。倒壊した 7棟のうち 4棟については現地調査により、不十分な接合部の仕様、地盤変

状の影響等の被害要因が見られた。残りの 3棟と参考までに接合部仕様が不十分であった 1棟を分析

対象として、建築基準法施行令 46 条の壁量計算、品確法評価方法基準における壁量計算 5.3-5)、許容

応力度計算、保有水平耐力計算、及び限界耐力計算により耐震性能の確認を行った。また、3 棟につ

いて、近隣で観測された地震波を用いて、限界耐力計算を行った。以下、分析対象の 4棟を A-1～A-4

（接合部仕様が不十分であった 1棟が A-4）と呼称する。4棟の概要を表 5.3-3に示した。 

 

表 5.3-3 2000年 6月以降の建築確認で倒壊した木造建築物の構造的特徴 

名称 A-1 A-2 A-3 A-4 

構造的被害 1層の層崩壊 1層の層崩壊 1層の層崩壊 1層の層崩壊 

敷地・基礎の

被害 

基礎被害：無し 

地盤変状：無し 

基礎被害：確認でき

ず 

地盤変状：無し 

基礎被害：確認できず 

地盤変状：無し 

基礎被害：軽微な亀

裂 

地盤変状：無し 

構法 軸組構法 2階建て 軸組構法 2階建て 軸組構法 2階建て 軸組構法 2階建て 

外壁 サイディング サイディング ALCサイディング 
サイディング 

モルタル 

内壁 せっこうボード せっこうボード せっこうボード せっこうボード 

屋根 スレート瓦 桟瓦葺 桟瓦葺 桟瓦葺 

耐震要素 2つ割り筋かい 2つ割り筋かい 2つ割り筋かい 2つ割り筋かい 

接合部 
ホールダウン金物 

筋かい金物 

ホールダウン金物 

筋かい金物 

ホールダウン金物 

筋かい金物 
筋かい金物 

1F床面積 90.18m2 86.00m2 76.96m2 53.89m2 

2F床面積 84.47m2 50.00m2 69.99m2 45.16m2 

その他 

・細径鋼管による地

盤補強を行ってい

るとのこと（鋼管

100本程度） 

・杭は住宅の真下の

み 

・前震では被害軽微、

本震で倒壊 

  

・RC造の杭を確認 

・敷地に大きな亀裂 

・接合部仕様が不十

分 

 

①壁量計算による検討 

 分析対象の 4棟の他、益城町中心部において被害が軽微な建築物についても図面の入手を行った。入

手した図面から建築基準法施行令 46 条における必要壁量と、品確法評価方法基準の等級 2 に相当する

必要壁量を 1.25 で除した値を分母として、存在壁量の余裕率の検討を行った。表 5.3-4 に計算結果を

示した。A-1～A-4以外の B-1～B-17は無被害か被害軽微であった木造住宅、C-1～C-6は分析対象 4棟

の近隣のエリアで無被害か被害軽微であった木造住宅である。なお、品確法の存在壁量には準耐力壁は

加算してない。図 5.3-6 に令 46 条の壁量計算と、評価方法基準の壁量余裕率を比較して示した。赤色

プロットは分析対象 4棟（倒壊した方向の壁量余裕率）、緑色プロットは無被害か被害軽微であった木

造住宅、黄色プロットは分析対象 4棟の近隣のエリアで無被害か被害軽微であった木造住宅の 1階の
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X方向、Y方向の壁量余裕率である。倒壊した A-1～A-4は他の無被害か被害軽微であった木造住宅と同

程度の壁量を有していたことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

表 5.3-4 分析対象の木造建築物の壁量余裕率（地震力） 

図 5.3-6 壁量余裕率の比較 

1F X方向 1F Y方向 2F X方向 2F Y方向 1F X方向 1F Y方向 2F X方向 2F Y方向
A-1 1.41 1.36 2.01 1.94 1.31 1.26 1.69 1.63
A-2 1.04 1.06 1.33 2.62 1.10 1.11 1.09 2.15
A-3 1.50 1.42 2.05 2.07 1.25 1.18 1.73 1.75
A-4 1.42 1.85 1.64 2.05 1.24 1.62 1.37 1.72

被害軽微、無被害
B-1 1.37 1.83 3.10 2.91 1.27 1.69 2.61 2.45
B-2 1.07 1.02 2.29 1.14 1.01 0.97 1.92 0.96
B-3 1.19 1.65 1.74 2.13 1.11 1.54 1.46 1.78
B-4 1.23 1.48 2.02 1.77 1.14 1.36 1.70 1.48
B-5 1.83 2.19 2.00 2.35 1.48 1.77 1.70 2.00
B-6 1.17 1.44 3.24 2.60 1.24 1.53 1.97 1.57
B-7 1.95 1.72 2.89 2.67 1.99 1.76 2.40 2.22
B-8 1.27 1.27 1.55 1.75 1.14 1.14 1.30 1.46
B-9 1.67 1.50 2.44 1.22 1.83 1.63 2.01 1.00
B-10 1.17 1.43 1.60 2.16 1.14 1.40 1.33 1.79
B-11 1.42 1.42 1.53 1.84 1.18 1.18 1.29 1.55
B-12 1.25 1.10 1.17 1.10 1.17 1.02 0.98 0.92
B-13 1.58 1.83 1.39 2.21 1.42 1.64 1.16 1.85
B-14 1.56 1.90 1.60 1.81 1.25 1.52 1.35 1.54
B-15 1.37 1.62 1.73 1.90 1.34 1.59 1.43 1.58
B-16 1.29 1.01 1.74 1.19 1.28 0.99 1.45 0.99
B-17 1.34 1.29 2.12 2.00 1.37 1.32 1.76 1.67

分析中4棟の近隣
C-1 1.39 1.37 1.45 1.43 1.11 1.10 1.23 1.21
C-2 1.77 2.74 3.16 4.66 1.54 2.37 2.67 3.94
C-3 1.97 2.78 4.47 4.47 2.04 2.87 3.72 3.72
C-4 1.28 1.11 1.50 1.72 1.14 0.98 1.26 1.44
C-5 1.06 1.04 1.65 1.03 0.92 0.90 1.39 0.86
C-6 1.31 1.57 2.62 2.14 1.19 1.42 2.19 1.79

令46条 壁量余裕率（地震力） 評価方法基準　壁量余裕率（地震力）
ID

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

2.2

0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 2.2

評
価

方
法
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②許容応力度計算による検討 

 分析対象の 4棟について、許容応力度計算による地震力の検討を行った。図面から重量を拾うこと

により地震力 QEを算出し、短期許容せん断耐力 Qa は令 46 条の存在壁量に 1.96 を乗じた値とした。

なお、本項における検討は鉛直構面の許容せん断耐力のみとし、接合部や横架材等の検討は行ってい

ない。検討結果を表 5.3-5に示した。A-3のみ検定比が 1を超える結果となった。A-3は外壁、屋根の

固定荷重が重く、壁量計算の想定する重量よりも構造計算の重量が重かったため、検定比が 1を超え

たと考えられる。 

 

 

ID 層 方向
層の荷

重
Wi (kN)

層の支
持荷重
∑Wi
(kN)

αi
高さ h

(m)

固有周
期

T (s)
Ai Z Rt Ci

地震力

QE (kN)

許容せ
ん断耐
力 Qa
(kN)

検定比

QE/Qa

X 175.4 287.0 1.00 7.3 0.22 1.00 0.9 1.0 0.18 51.7 72.2 0.72
Y 175.4 287.0 1.00 7.3 0.22 1.00 0.9 1.0 0.18 51.7 69.6 0.74
X 111.6 111.6 0.39 7.3 0.22 1.32 0.9 1.0 0.24 26.5 49.9 0.53
Y 111.6 111.6 0.39 7.3 0.22 1.32 0.9 1.0 0.24 26.5 48.2 0.55
X 191.2 274.6 1.00 6.0 0.18 1.00 0.9 1.0 0.18 49.4 58.0 0.85
Y 191.2 274.6 1.00 6.0 0.18 1.00 0.9 1.0 0.18 49.4 58.8 0.84
X 83.4 83.4 0.30 6.0 0.18 1.35 0.9 1.0 0.24 20.3 27.4 0.74
Y 83.4 83.4 0.30 6.0 0.18 1.35 0.9 1.0 0.24 20.3 53.9 0.38
X 267.1 459.4 1.00 6.2 0.19 1.00 0.9 1.0 0.18 82.7 74.5 1.11
Y 267.1 459.4 1.00 6.2 0.19 1.00 0.9 1.0 0.18 82.7 70.7 1.17
X 192.3 192.3 0.42 6.2 0.19 1.27 0.9 1.0 0.23 43.9 59.2 0.74
Y 192.3 192.3 0.42 6.2 0.19 1.27 0.9 1.0 0.23 43.9 59.7 0.74
X 159.3 253.2 1.00 5.6 0.17 1.00 0.9 1.0 0.18 45.6 49.4 0.92
Y 159.3 253.2 1.00 5.6 0.17 1.00 0.9 1.0 0.18 45.6 64.6 0.71
X 93.9 93.9 0.37 5.6 0.17 1.28 0.9 1.0 0.23 21.7 30.4 0.71
Y 93.9 93.9 0.37 5.6 0.17 1.28 0.9 1.0 0.23 21.7 38.0 0.57

A-3
1

2

A-2
1

2

1

2
A-1

A-2
1

2

 

 

③保有水平耐力計算による検討 

 分析対象の 4棟のうち被害要因が特定できていない 3棟（A-1～A-3）と、A-2、A-3の近隣で無被害

だった C-6について、立体骨組モデルを用いた保有水平耐力計算を行った。解析モデルを図 5.3-7に

示した。 

表 5.3-5 許容応力度計算による検定比 

図 5.3-7 解析モデルの概要 

(a) A-1 (b) A-2 

(c) A-3 (d) C-6 

X Y X Y 

X Y 
X Y 
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 立体骨組のモデル化とプッシュオーバー解析は国土技術政策総合研究所のホームページにおいて無

償公開している木造住宅用の数値解析プログラム「wallstat（ウォールスタット）」5.3-6)を用いた。解

析モデルの耐震要素として筋かい、サイディング、せっこうボードの鉛直構面壁を考慮し、筋かいは

両側に面材が張られている場合の座屈拘束効果を考慮してモデル化を行った 5.3-7～5.3-8)。垂壁・腰壁に

おける内外壁も耐震要素として考慮した。壁倍率の大臣認定を取得している耐力壁については、性能

評価実験の荷重変形関係からモデル化を行った。プッシュオーバーは Ai分布に応じて、解析対象の建

築物が倒壊した方向に、該当する解析モデルの各階の床・小屋組レベルを荷重増分させることで各層

の層せん断力を算出した。必要保有水平耐力算出の際の Dsは解析モデルの荷重変形関係を完全弾塑性

で置換（1層の 1/200radを降伏変位、1/15radまたは 0.8Pmax時の変位を終局変位と仮定）し、塑性

率μから Ds=1/(2μ-1)0.5として算出した。図 5.3-8に 1層の荷重変形関係、保有水平耐力計算による

検討結果を表 5.3-6に示した。表中の終局せん断耐力 1は令 46条の存在壁量を 1.5 倍し、1.96kN/m

を乗じた値で、終局せん断耐力 2 は解析モデルの荷重変形関係から、完全弾塑性に置換した際の Qu

を示した。令 46条の耐力壁のみ考慮した終局せん断耐力 1の検定比では A-1以外は全て 1を超える結

果となったが、余力を考慮した終局せん断耐力 2（保有水平耐力）では、検定比は全て 1 を下回る結

果となった。 

 

 

図 5.3-8 解析モデルの 1層の荷重変形関係 
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ID 層 方向
層の荷

重
Wi (kN)

層の支
持荷重
∑Wi
(kN)

αi
高さ h

(m)

固有周
期

T (s)
Ai Z Rt Ci Fes Ds

必要保
有水平
耐力

Qun (kN)

終局せ
ん断耐
力1 Qu

(kN)

終局せ
ん断耐
力2 Qu

(kN)

検定比

Qu1/Qun

検定比

Qu2/Qun

X 175.4 287.0 1.00 7.3 0.22 1.00 0.9 1.0 0.90 1.00 0.34 87.0 108.4 265.5 0.80 0.33
Y 175.4 287.0
X 111.6 111.6
Y 111.6 111.6
X 191.2 274.6 1.00 6.0 0.18 1.00 0.9 1.0 0.90 1.00 0.36 88.8 87.0 261.6 1.02 0.34
Y 191.2 274.6
X 83.4 83.4
Y 83.4 83.4
X 267.1 459.4 1.00 6.2 0.19 1.00 0.9 1.0 0.90 1.00 0.35 144.3 111.7 331.3 1.29 0.44
Y 267.1 459.4
X 192.3 192.3
Y 192.3 192.3
X 159.3 253.2 1.00 5.6 0.17 1.00 0.9 1.0 0.90 1.00 0.33 75.6 74.1 282.5 1.02 0.27
Y 159.3 253.2
X 93.9 93.9
Y 93.9 93.9

A-3
1

2

C-6
1

2

A-1
1

2

A-2
2

1

 

 

④限界耐力計算による検討 

 前項のプッシュオーバー解析により得られた荷重変形関係から限界耐力計算マニュアル 5.3-9)に従い、

等価線形化法による応答計算を行った。必要耐力曲線に乗じる係数は p=0.85（2階建て）、q=1.0、Z=0.9

とし、第二種地盤の稀地震、極稀地震の応答スペクトルを元に計算した。各解析モデルの縮約一自由

度の A-⊿曲線と必要耐力曲線の関係について、稀地震を図 5.3-9に、極稀地震を図 5.3-10に示した。

各層の荷重変形関係と、稀地震、極稀地震の応答を図 5.3-11に示した。表 5.3-7に各地震波の応答を

まとめて示したが、全ての解析モデルで、損傷限界（1/120rad）、安全限界（1/30rad）を満たす結果

となった。 

 

 

   

 

   

 

表 5.3-6 保有水平耐力計算による検定比 
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図 5.3-9 稀地震の必要耐力曲線と解析モデルの A-⊿関係 
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図 5.3-10 極稀地震の必要耐力曲線と解析モデルの A-⊿関係 
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(c) A-3 (d) C-6 
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図 5.3-11 各層の荷重変形関係と応答点 
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⑤実態重量を反映した解析モデルを用いた限界耐力計算による検討 

 前項までの各種構造計算では設計用の固定荷重、積載荷重（地震力）を用いて重量の算定を行った

が、木造住宅の実態重量は構造計算用の重量より低いことが知られている 5.3-10)。本項では実際の建築

物の被害状況を再現することを目的として、分析対象の木造住宅の実態に近い重量を推定した解析モ

デルを用いて、限界耐力計算による被害再現を試みた。具体的には解析モデルの重量について下記の

調整を行っている。 

 1) 積載荷重は実態を反映して、600 N/m2→200 N/m2に減少させる。 

 2) 外壁の開口率 40%、内壁の開口率 50%を考慮して、固定荷重から減少させる。 

限界耐力計算の必要耐力曲線として用いた波形は平成 28年 4月 14日 21:26及び 4月 16日 1:25に

国立研究開発法人 防災科学技術研究所の強震観測点 5.3-11)（KiK-net益城：コード KMMH16）で観測さ

れた波形を用いた。KiK-net益城は A-1から約 350m離れた位置にある。各波形の減衰定数 5%の擬似速

度応答スペクトルを図 5.3-12に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.3-7 各層の層間変形角 

※速度応答スペクトルの灰色の線は建築基準法第 2 種地盤の

極稀地震（地域係数 Z=1.0 ）に対応する応答スペクトル 
※黒線「2 方向」は水平 2 方向（NS-EW）の最大方向の値   
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(a) KiK-net益城 0414（前震） 

図 5.3-12 検討に用いた地震波の擬似速度応答スペクトル 

(b) KiK-net益城 0416（本震） 

ID 層 方向
稀地震層間

変形角
極稀地震層
間変形角

1 X 1/850 1/71
2 X 1/1469 1/189
1 X 1/1008 1/88
2 X 1/683 1/70
1 X 1/667 1/48
2 X 1/683 1/92
1 X 1/882 1/96
2 X 1/1023 1/128

A-1

A-2

A-3

C-6
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 入力地震波の 5%の応答スペクトルを元にして、解析モデルの 1自由度縮約の荷重変形関係から減衰

による低減係数、等価周期を計算し、必要耐力曲線を算定することで応答値の計算を行った。必要耐

力曲線等に乗じる係数である p、q、Z、Gs等は全て 1.0とした。図 5.3-13～5.3-16に解析モデルの必

要耐力曲線と等価 1自由度の A-⊿の関係を示した。表 5.3-8に応答点の層間変形角をまとめて示した。

A-1～A-3の本震では、木造の安全限界変形角とされている 1/30rad程度の層間変形角となり、検討に

用いた地震動よりもさらに大きな地震動が作用した場合には倒壊の可能性が考えられる。C-6の本震

ではその 2/3程度である 1/44radと小さめの層間変形となった。C-6は耐力壁以外の垂れ壁・腰壁等

の耐震要素の影響が大きく、他の解析モデルに比べて剛性・耐力が大きい結果となっている。 
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(a) KiK-net益城 0414 EW (b) KiK-net益城 0416 EW 

図 5.3-13 KiK-net益城の必要耐力曲線と解析モデルの A-1の A-⊿関係 

図 5.3-14 KiK-net益城の必要耐力曲線と解析モデルの A-2の A-⊿関係 

(a)KiK-net益城 0414 EW (b) KiK-net益城 0416 EW 
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表 5.3-8 解析モデルの層間変形まとめ 

ID 地震波 層 方向 層間変形角

1 X 1/28
2 X 1/88
1 X 1/32
2 X 1/98
1 X 1/38
2 X 1/30
1 X 1/33
2 X 1/25
1 X 1/26
2 X 1/67
1 X 1/31
2 X 1/71
1 X 1/34
2 X 1/65
1 X 1/44
2 X 1/71
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(a) KiK-net益城 0414 EW (b) KiK-net益城 0416 EW

図 5.3-15 KiK-net益城の必要耐力曲線と解析モデルの A-3の A-⊿関係 

(a) KiK-net益城 0414 EW (b) KiK-net益城 0416 EW

図 5.3-16 KiK-net益城の必要耐力曲線と解析モデルの C-6の A-⊿関係 
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5.3.4 まとめ 

木造建築物の被害状況を把握するために現地調査や、悉皆調査による集計を行った。概要を以下に

まとめる。 

◯益城町中心部における悉皆調査によれば、昭和 56年の新耐震基準導入以降の木造住宅に比べて、

それ以前（旧耐震基準）の木造住宅の被害率が顕著に大きい（新耐震基準導入以降の倒壊率約

6.9％に対し、旧耐震基準の倒壊率は約 27.9％）。また、新耐震基準導入以降については、平成

12年の接合部等の基準の明確化以降の木造住宅の被害率に比べ、それ以前の被害率が大きい（平

成 12年基準の倒壊率：約 2.2％、昭和 56年基準の倒壊率：約 8.7％）。

○西原村では、築年数が概ね 40年超えの旧耐震基準と推測される木造住宅の倒壊が多く確認され

た。また、傾斜地において、敷地の被害や擁壁の崩壊が多数確認された。

○南阿蘇村では、河陽黒川地区に、2階建ての木造アパートが多く存在し、そのうち 7棟の倒壊を

確認した。これらの木造アパートのうち、柱脚・柱頭、筋かい端部が確認できたものの多くは接

合方法が釘打ち程度の比較的軽微な接合方法であった。

 また、木造住宅の被害原因の把握を目的として、特に新耐震以降の建築確認で倒壊・崩壊した木造

住宅について現地調査に基づき構造的特徴を把握すること、及び、各種構造計算による耐震性能を把

握することによる被害要因の分析を行った。分析結果を下記にまとめる。 

○益城町中心部における国総研及び建研の調査（悉皆調査エリア外を含む）によれば、新耐震基準

導入以降の木造住宅で倒壊・崩壊が確認された 102棟のうち、接合部の状況等が確認できた木造

住宅の全てについて接合部の仕様が不十分と考えられる等の何らかの被害要因が見られた。

○前震で倒壊・崩壊したと考えられる木造住宅は、悉皆調査エリア内で 35棟確認された。その中

には平成 12年基準の木造住宅は存在せず、昭和 56年基準の木造住宅が 5棟あった。この 5棟

については、不十分な接合部の仕様、隣接建築物の倒壊等が倒壊・崩壊の主な要因の一つであ

ったと推定される。

◯悉皆調査エリアでは、平成 12年基準の木造住宅 319 棟のうち 7棟（約 2.2％）の倒壊が確認さ

れ、入手した図面等による原因分析を行った。比較のため無被害の木造住宅についても図面を

入手し分析を行った。

・7棟のうち 4棟については、不十分な接合部の仕様、地盤変状の影響等の被害要因が見られた。 

・残りの 3棟と接合部仕様が不十分だった 1棟を分析対象として、構造計算や応答解析により分

析を行った。

・建築基準法施行令 46条、品確法評価方法基準による壁量計算では、分析対象の 4棟と、無被害

の木造住宅で明確な差は見られなかった。

・許容応力度計算では 4棟のうち 1棟で、検定比が 1を超えるものがあり、建物重量が大きかっ

たことが構造計算で基準を満たさない結果となった原因と考えられる。

・無被害建物を含めた保有水平耐力計算、限界耐力計算では、耐力壁以外の耐震要素を考慮する

と、全ての木造住宅で保有水平耐力、損傷・安全限界変形角は基準を満たす結果となった。

・益城町中心部で観測された地震波を用いた限界耐力計算による分析の結果、検討に用いた地震

動よりも大きな地震動が作用した可能性が考えられる。
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